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１．はじめに 

 近年，BOX トンネルや堀割構造を用いた道路の地下化が増加する中，安全かつ合理的な仮設山留めの設計法が望まれ

ている。筆者らは，道路のランプ部などでよく用いられる掘削底面に段差を有する山留めを対象とし，当該山留めの挙

動とその設計方法が明確でないことから，現場においてその挙動を計測するとともに，これを再現する計算方法につい

て研究している。 

 ここでは，本研究のうち掘削底面に段差を有する山留めの計測挙動 1)を再現する計算方法について提案する。 

 

２．計算方法の選択 

 掘削底面に段差を有する非対称な山留めを計算する手法としては，一般に次の 2手法があげられる。 

① 有限要素法 

② 山留め弾塑性法(対称モデル)の拡張法 

 これらのうち，有限要素法は掘削に応じた周辺地盤と山留め架構との連成を考慮することができる反面，基本となる

対称山留めの設計においても，実測値を再現しうる設計定数の確定は未だ研究途上にあり，この段階での非対称山留め

設計への適用は対称モデルとの整合という観点から難しい。これに対し一般に用いられている山留め弾塑性法は，基本

となる対称山留めの設計実績が多く計算も比較的簡易に実施できるため，多少の繰返し計算による荷重と抵抗条件の変

更で実測値を再現できる場合，設計実務への適用性は高いものと考えられる。そこで本研究では，山留め弾塑性法を拡

張することにより，掘削底面に段差を有する山留めの実測値を再現しうる計算方法を提案することとした。 

 

３．計算方法の提案 

 本研究では，実測値の再現に伴う山留め弾塑性拡張法の設計条件設定に対し，多くの試算を実施している。しかしな

がら，紙面の都合上，ここでは実測値を再現した方法について述べる。また，計測された山留めは 4 面山留めだが，計

算順序が多少複雑となるため，3面山留めを例として図-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 3 面山留めの場合の設計手順 

 ここでの計算とは，それぞれに極限受働土圧を上限値とする一般的な山留め弾塑性法による計算である。ただし，以

下に示す取り扱いを追加する。 
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① 右側壁計算から中間壁計算への荷重伝達とは，残置部天端

を掘削底面として右側壁を計算する際，残置部の受働抵抗

が表-1 に示す残置部の幅と高さに応じた土塊のせん断抵抗

を超える場合，これを外力として中間山留めへ載荷する。 

② 左側壁と中間壁との計算の整合とは，次の計算を追加する。 

1) 中間壁の計算 

2) 左側壁の計算 

3) 1)と 2)の切ばり軸力差をプレロードとした中間壁の

再計算 

4) 1)と 3)の変位差を左側壁が中間壁を押込む量と想定

した切ばりバネの補正 

5) 4)を反映した左側壁の計算 

③ 左側の計算と右側壁の計算との整合とは，最終的に全切ば

り軸力を比較し，おおよその整合を確認する。 

 

４．実測値との比較 

 先に示した計算方法と実測値との比較を図-2 に示す。これによると，以下の観点より計算値は実測値を比較的良く再

現しており，ここで提案した計算方法の妥当性を確認することができる。 

① 中間壁の挙動と残置部対面側山留め壁の挙動 

 計算結果は，Ｂ中間壁頭部が背面側へ押込まれる実測挙動をよく再現するとともに，これに伴ってＡ外壁の変位が残

置部のない場合と比較して大きくなっている絶対変位量もよく再現している。このことは，先に提案した外側壁から中

間壁への荷重伝達，および中間壁と対面外側壁との整合の仮定が妥当であったと考える。 

② 残置部の抵抗特性 

 Ａ外壁の変位は，絶対変位量だけでなく残置部内における変位の減少傾向もよく再現することができた。このことは，

先に提案した外側壁に対する残置部の抵抗を水平地盤と同じ極限受働土圧を上限値として計算，すなわち一般弾塑性法

で計算することが妥当であったと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 底面に段差を有する山留め-Ⅰ   (b) 底面に段差を有する山留め-Ⅱ 

図-2 計算値と実測値との比較 

 

５．おわりに 

 ここでは，掘削底面に段差を有する山留めの設計方法として，設計実務への適用性の観点から，実測値を再現するよ

う山留め弾塑性法(対称モデル)を拡張した手法を提案した。1 断面あたりの計算回数が多いことや実測値との比較が少

ないことなど，設計法として確立するための課題は多いが，合理的で安全な掘削底面に段差を有する山留めの設計に少

しでも寄与できれば幸甚である。 
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掘削底面の直接せん断を考えると，残置部の

土塊が持つ強度は次式で示される. 

Ｐsmin＝γ･Ｈ･Ｂ･tanφ 

三角形分布を仮定すると 

ｐ1＝2γ･Ｂ･tanφ 

 

 

 

 

 

 

掘削底面の直接せん断を考えると、残置部の

土塊が持つ強度は次式で示される． 

Ｐsmin＝Ｃ･Ｂ 

矩形分布で仮定すると 

ｐ1＝ＣＢ/Ｈ 

参考）Ｂ／Ｈが十分大きく，受働側圧を考え

る場合は次式で算出される． 

Ｐp＝∫Ｋp･γ･ＨｄH 

ｐp＝Ｋp･γ･Ｈ 

参考）Ｂ／Ｈが十分大きく，受働側圧を考え

る場合は次式で算出される． 

Ｐp＝∫(Ｋp･γ･Ｈ+2Ｃ√Ｋp)ｄH 

ｐp＝Ｋp･γ･Ｈ+2Ｃ√Ｋp 

 

1

Ｈ

Ｂ

ｐ
三角形分布

1

Ｈ

Ｂ

ｐ
矩形分布

表-1 残置部土塊のせん断抵抗 

○：実測値

―：計算値
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